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南幌町まちづくり活動支援事業 Q&A 

作成：令和２年４月１日現在 

まちづくり課 企画情報グループ 

 

≪補助対象者≫ 第２条関係 

№ Ｑ Ａ 

1 

この補助を受けるために新たに団体

を結成し、申請することは可能でしょ

うか。 

可能です。第２条に規定する補助対象者の要件

を満たしていることが条件です。 

 

2 

企業名や、宗教法人名、政治団体名で

の申請は可能でしょうか。 

 

企業の宣伝や、宗教活動・政治活動につながる

と誤解を受ける恐れがあることから申請できま

せん。ただし、ＮＰＯ法人は申請可能です。 

3 

町から団体運営に関する補助金を受

けている団体は申請が可能でしょう

か。 

申請することはできません。 

 

 

≪補助対象事業等≫ 第３条関係   ※補助対象経費を含む。 

№ Ｑ Ａ 

4 

補助対象となる事業にはどのような

ものがありますか。 

別紙「南幌町まちづくり活動支援事業補助金交

付の事業例」を参考としてください。 

なお、あくまでも考えられる事業例並びに期待

される事業例ですので、この事業例にこだわる

必要は全くありません。 

5 

今までまちづくり活動支援事業を知

らなかった。既に実施している団体活

動について、次回以降の申請すること

は可能でしょうか。 

可能です。ただし、既存団体の活動事業につい

ては、新たな工夫が加えられる場合を対象とし、

初回の申請から３年の事業を申請対象としてい

ます。 

6 

「既存の団体活動事業については、新

たな工夫が加えられる場合は対象と

する」とはどういう意味ですか。 

補助対象事業の要件等を満たしており、既に申

請団体が実施している事業であっても、本補助

事業を活用することにより事業の拡充や活動の

幅を広げるなどの工夫が見込めるものは、対象

になります。 

７ 

既存の町の補助制度（「緑化活動推進

事業補助金」など）がありますが、そ

ちらで申請せずに本補助事業で申請

することは可能でしょうか。 

町の他の補助制度がある場合は、本補助事業の

対象とはしません。そちらの補助制度で申請し

てください。ただし、国、道、または他の支援

団体などの補助制度を受けている場合は、申請

することは可能です。 
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８ 

要綱の別表にある補助金額で、「ただ

し当該事業において国、道、または他

の支援団体などの補助制度を受けて

いる場合は、補助対象経費から他団体

等より助成された補助金額を差し引

いた金額を補助対象とする。」の具体

例はありますか。 

申請団体が「協働のまちづくり事業」を活用し、

補助対象経費が 100 万円、他団体等から助成さ

れた補助金が 30万円とした場合、100万円から

30 万円を差し引いた 70 万円が本事業の対象経

費とし、補助率８/10のため 56 万円が補助金額

となります。 

※１（６Ｐ参照） 

9 

販売などの収益活動を含む活動につ

いては、本補助事業の対象になります

か。 

本補助事業は自主的に取り組む公益的で非営利

な活動を支援することを目的としています。参

加者に実費弁済を求めるもの、収益を活動費用

に充てるものなどについては、自立した活動を

行うために必要なものであるため、「専ら営利の

みを目的とする事業」にはあたらず、補助対象

事業となりますが構成員に利益分配を行う事業

等は、営利活動なので対象外となります。 

10 

補助決定前に行う活動は対象になり

ますか。 

補助金の正式な決定後の活動（経費）が対象と

なりますが、やむを得ない事由により、補助金

の交付決定前に事業を実施しようとする場合

は、補助金の申請日以降に事前着手届（様式第

２号）を提出し、事前着手が適当と認められれ

ば対象となります。なお、事前着手の決定には

１週間程度を要します。ただし、補助金申請に

係る審査において補助額が申請額に達しない場

合がありますのでご留意ください。 

11 

チケット収入など収益がある場合の

補助対象経費は、どのように考えるの

でしょうか。 

 

本補助事業は、事業（イベント等）への参加者

は、サービスの対価（チケット代等）を支払う

ことを想定した補助率となっています。よって、

チケット収入などの収益があっても、補助対象

経費は支出から収入を減じたものにするのでは

なく、あくまで支出の内、対象となる経費を本

補助事業の補助対象経費とします。 

なお、補助金申請に係る審査において補助金額

が決定することになりますのでご留意くださ

い。 
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12 

飲食費について、出演者のみなさんへ

の弁当代は対象になりますか。 

 

補助対象経費には、慰労会経費等を除くとして

いますが、構成員や実行委員への事前打合せ会

議や反省会などの飲食費は一切対象になりませ

んのでご注意ください。ただし、出演者や外部

に依頼するボランティアスタッフへの必要最低

限の飲食代並びに活動全般のお茶代程度は対象

とします。なお、調理等を伴うイベント等で必

要な食材の経費は対象となります。 

13 

備品の購入費は、補助対象となります

か。 

備品購入費は、一切補助対象となりません。 

14 

団体等での交流会は本補助事業の対

象となるのでしょうか。 

地域住民の交流行事等の親睦会的な事業につい

ては補助対象となりません。ただし、町内で行

う交流の推進を目的とした事業で、文化、教育、

福祉又はまちづくり等に寄与する事業であれば

補助の対象となります。 

 

 

15 

施設の修繕や塗装等を行う場合、本補

助事業で申請することは可能でしょ

うか。 

施設の維持管理を主たる目的とする事業は補助

対象となりません。 

ただし、民間に委託するのではなく、地域住民

が協力するなど自前で作業を行う場合は、地域

住民相互の連帯意識を高め、良好な地域コミュ

ニティの形成に寄与する事業にあたるため、補

助の対象となります。 

16 

「地域コミュニティ活性化事業」の多

様な目的を付加するとはどういうこ

とでしょうか。 

例えば、地域のお祭りで従来からある取り組み

から、子どもに出店での販売をするといったよ

うな就労体験や、子ども会と老人会が新たに連

携して食育活動などの取り組みを加えること

で、補助の対象となります。 

17 

「町内会等活動推進支援助成事業」は

「地域コミュニティ活性化事業」とど

ういう違いですか。 

「町内会等活動推進支援助成事業」は町内会・

行政区の地域課題の解決や地域活動の維持・継

続を図るための事業です。ここで行われた内容

が「地域コミュニティ活性化事業」へ発展する

ことを期待するものです。 

例えば、地域担当職員と共に、座談会や出前講

座などを行うことで、地域の発展に繋げていた

だくことを考えています。 
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≪補助の期間及び回数≫ 第４条関係 

№ Ｑ Ａ 

18 

本年度の補助が認められた場合、来年

度の活動費についても継続して補助

してもらえますか。 

本補助事業は、年度ごとに審査し補助決定をし

ますので、今年度補助金が受けられたからとい

って、来年度も受けられるとは限りません。 

19 

補助金を受けながら活動をしていて

も、４年後からは確実に補助金は打ち

切られるのですか。補助金が無くて

は、活動を休止せざるを得なくなって

しまうのではないでしょうか。 

【協働のまちづくり事業】【地域コミュニティ活

性化事業】【町内会等活動推進支援助成事業】の

事業期間は原則として３年を限度に継続を認め

るとなっています住民の皆さんが主体となり、

自立したまちづくり活動ができるようご検討く

ださい。 

なお、【協働のまちづくり事業】【地域コミュニ

ティ活性化事業】を３年間活用した団体で、事

業効果が高く、まちづくりへの貢献が期待でき

る活動に対しては【フォローアップ事業】とし

て、継続して補助を行うことが可能です。 

 

 

≪補助金の申請・審査、町のサポート≫ 第６条・第７条関係 

№ Ｑ Ａ 

20 

郵送や電子メールによる申請はでき

ますか。 

 

申請の際、内容についてお聞きしますので、必

ず、まちづくり課まで申請書を持参してくださ

い。担当者が不在の場合がありますので、電話

等で日程を確認してください。 

なお、事業の趣旨や事業メニュー、補助対象経

費、審査会や報告会、役場関係課によるサポー

ト希望の有無などについて、説明や確認をして

おく必要がありますので、できる限り申請前の

段階で町に「事前相談」されますようお願いし

ます。 

21 

申請をする時に、必要経費の額を証明

する見積書等の書類は必要ですか。 

 

申請時に経費を証明する書類は、原則必要あり

ませんが、内訳等を説明できるようにしてくだ

さい。 

なお、活動終了後には、実績報告書、収支決算

書、領収書等の写しなどを添付していただきま

す。 
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№ Ｑ Ａ 

22 

「円滑な事業推進のために町の支援

が必要な場合は申し出ることができ

る」とは、どういうことですか。 

地域や団体等と町による協働のまちづくりを推

進するため、申請する団体が円滑な事業推進に

おいて、町関係課のサポートが必要な場合に申

し出ることができるものです。 

なお、サポートの内容は、基本的にアドバイス

や情報提供・情報共有等を考えています。もち

ろん、サポート自体を強制するものではありま

せん。 

23 

補助金申請に係る審査とは、どのよう

なものでしょうか。 

補助金の申請後、申請団体には審査会（まちづ

くり活動支援会議）において、事業内容や期待

する効果などについてプレゼンテーションをし

ていただきます。この審査会で、採択の可否や

補助金額の審査等が行われることになります。 

 

 

≪補助金等の交付の条件≫ 第８条関係 

№ Ｑ Ａ 

24 

補助金が決定し活動していましたが、

予定していた収入が入らなくなりま

した。どうしたらよいでしょうか。 

対象経費に補助率を乗じ、かつ補助決定額の範

囲内の額で精算を行います。よって、別の方法

で資金調達を行い、事業を実施してください。

また、収入不足のため、事業内容が大幅に変更

になる場合は、変更申請や再審査が必要になる

場合が考えられますのでご連絡ください。 

 

≪実績報告≫ 第９条関係 

№ Ｑ Ａ 

25 
事業終了後、申請を超える経費がかか

った場合、追加補助はありますか。 

当初の補助決定額の範囲内での精算となります

ので、追加補助はできません。 

26 

謝礼、御礼などは領収書をもらうこと

ができませんが、どうしたらよいでし

ょうか。 

謝礼等については、領収書の写しを添付する必

要はありません。内訳等がわかるように整理し

ておいてください。 

27 

報告会での発表とは、どのようなこと

をするのでしょうか。 

実績報告の提出後、実施団体が報告会（まちづ

くり活動支援会議）において、事業の成果や波

及効果、課題や改善点などについて発表してい

ただくものです。なお、町民等にも参加しても

らえるよう広く周知します。 
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(補助金の請求)  

№ Ｑ Ａ 

28 

補助金は、いつもらえますか。 基本的には、事業終了後、①実績報告、②補助

金の額の確定、③補助金請求の手順により支払

います。ただし、事業の遂行上等必要があると

認めたときは、交付決定額の８割を上限として

概算払を行います。 

 

 

 

※１ 

ただし当該事業において国、道、または他の支援団体などの補助制度を受けている場合

は、補助対象経費から他団体等より助成された補助金を差し引いた金額を補助対象とする。 

例：協働のまちづくり事業を使用した場合 

申請団体の補助対象経費                              １００万円 

他団体等からの補助金                                 ３０万円 

申請団体の補助対象経費から町以外からの補助金を差し引いた金額（補助対象）     

                                  １００万円－３０万円＝７０万円   

７０万円×補助率８０％＝５６万円→まちづくり活動支援補助金となります。 

 

 

 

 

（注）このＱ＆Ａは、必要に応じて随時変更することがありますのでご了承ください。 
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別紙 

南幌町まちづくり活動支援事業補助金交付の事業例 

 

  ■考えられる事業例並びに期待される事業例     

事 業 名 協働のまちづくり事業 
地域コミュニティ活性

化事業 
フォローアップ事業 

町内会等活動推進支援

助成事業 

交付の対象 

となる事業 

いずれかの要件を満たす

事業 

1)公共の利益の増進に寄

与することを目的とす

る非営利の事業 

2)町と協働して取り組む

ことによって、地域課

題の解決及び相乗効果

が期待できる事業 

3)魅力あるまちづくりや

地域創生に関して、効

果の見込める事業 

 

 

 

 

例  

・地産地消イベント 

・自然学習 

・農作業体験学習 

・まちの歴史伝承 

・南幌町の魅力情報発信 

・各種研究、調査活動 

・教育、子育て支援 

・歴史、文化の伝承 

・特産品開発や普及宣伝 

・全町交流イベント 

・お見合いイベント 

・フォーラム、セミナー 

・まちづくり優良調査 

・観光振興 

・福祉ボランティア 

 など 

いずれかの要件を満た

し、多様な目的を付加

して実施されることに

より地域コミュニティ

の活性化が図られる事

業 

1)地域活動となる場を

広げ、地域力の向上

につながる事業 

2)地域の生活課題の解

決が期待できる活動

事業 

3)地域で行う活動で、

文化、教育、福祉等

に寄与する事業 

 

例  

・地域環境美化活動 

・地域での防犯活動 

・地域防災対策活動 

・三世代交流祭り 

・地域盆踊り大会 

・地域スポーツ大会 

など 

「協働のまちづくり

事業」「地域コミュ

ニティ活性化事業」

の各事業を既に３年

受けた団体で、これ

までの補助対象事業

を継承するものであ

って、その活動が模

範となるものに対し

て補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

いずれかの要件を満た

し、地域課題の解決の

ために実施される事業 

1)町内会等の連帯意識

を高め、良好なコミ

ュニティの形成に寄

与する事業 

2)実施の効果の及ぶ範

囲が特定の町内会等

に限定される事業 

3)地域担当職員と連携

し、町内会の維持・

継続に取り組む事業 

 

 

 

 

 

例  

・町内会活性化座談会 

・出前講座を活用した

研修会 

・健康づくり講習会 

など 

 


